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研究要旨 
緩和的放射線治療はがん疼痛や各種症状の緩和に有効であるが、がん患者への緩和的放
射線治療の提供は疼痛緩和をはじめとして不十分である。本分担研究では緩和的放射線
治療の実態と普及の障壁を全国調査から明らかにし、普及の障壁について要因を分析す
るとともに、わが国の緩和的放射線治療の質の評価を実施した。先行研究（茂松班）や
ここ数年の普及推進の取組みにより、地域連携が進む方向に動き出してはいるが、地域
連携の鍵となる単回照射の理解・普及度等の課題が明らかになった。主治医側・放射線
治療医に対する教育啓蒙の更なる充実と地域連携システムの普及が、緩和的放射線治療
の提供を推進するために必要である。 

 
 
A. 研究目的 
緩和的放射線治療はがん患者の症状緩和に有効であ

るが、院内・地域連携が十分とは言えない。先行研

究の調査では特に照射装置のない施設との地域連携

において課題が明らかとなっている。また緩和的放

射線治療はエビデンスと診療の間に相違があること

が海外で知られており、国内においても緩和的放射

線治療の質の評価は普及の観点からも重要である。

本研究では１）緩和的放射線治療特有の問題を含め

た院内・地域連携の実態と普及における障壁に関す

る全国調査を実施し、課題を分析する。２）わが国

における緩和的放射線治療の質の評価のため、茂松

班研究で作成したQuality Indicator（QI）を用いて、

全国多施設における骨転移・脳転移に対する緩和的

放射線治療の質の評価を行い現状の分析を行う。そ

の上で緩和的放射線治療を普及させる上での重要な

課題を抽出し、緩和的放射線治療の普及に向けた提

言を行う。 

 
B. 研究方法 
1)緩和的放射線治療の連携の実態と普及についての

障壁を把握するため、放射線治療専門医を対象に全

国アンケート調査を実施した。調査項目は病院機能、

緩和的放射線治療の紹介方法（コンサルテーション

方法）、関連診療科（画像診断、緩和ケアチーム、整

形外科）との連携の実態、普及の阻害要因、単回照

射の理解度・活用実態、等からなる11項目である。 

2) 茂松班研究で作成された骨転移 4種（「①骨転移

への放射線治療の線量分割の選択」「②骨転移への放

射線治療における治療前疼痛評価」「③脊髄・馬尾圧

迫を呈する脊椎転移への放射線治療の開始時期」「④

脊髄・馬尾圧迫を呈する脊椎転移への放射線治療の

際のステロイド併用」）、脳転移 3種（「⑤脳転移例に

対し放射線治療前に全身状態を評価・記述した割合」

「⑥脳転移に対する全脳照射の完遂割合」「⑦脳転移

患者における紹介から照射開始までに遅延の無かっ

た症例の割合」）の QI を用い、日本放射線腫瘍学会 

緩和的放射線治療委員会及び日本放射線腫瘍学研究

機構 緩和医療委員会の所属施設、計 29 施設で、緩

和的放射線治療の質の評価を行った。施設間格差に

ついては、大学病院と一般病院の間での間に QI測定

値に違いがあるかを統計学的に解析した。 

 

C. 研究結果 

1) 全国アンケート調査の回答率は24.6%であった。

紹介方法は院外・院内共に予約紹介が多く、院内で

は電話相談が80%と受診以外の方法も多く用いられ

ていた。院外からは事前相談が40%をしめた。緩和的

放射線治療をさらに勧めるべきという回答は63%で、

多くの施設で緩和的放射線治療の普及に関する取り

組みを強化したいと考えられていた。緩和的放射線

治療件数が増加しにくい理由としては「主治医側の

認知度が低い・治療選択枝にあがらない」「広報や

教育が不十分」「院内・院外の連携が不十分」「薬物

療法が優先される」「人員・時間不足」「入院対応が

困難」などがあげられた。骨転移に対する単回照射

に関する質問では「抵抗を感じない」が37%、「疼痛

緩和目的であれば基本的に勧める」が27%にすぎず比

較的少数であった。放射線治療症例数が多い施設で、

骨転移に対する単回照射を多く用いる傾向にあった。 
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2) QI①②⑥⑦の遵守率は 97%以上,「⑤脳転移例に

対し放射線治療前に全身状態を評価・記述した割

合」の遵守率は 92%と良好であった。一方、「③脊

髄・馬尾圧迫を呈する脊椎転移への放射線治療の開

始時期」ならびに「④脊髄・馬尾圧迫を呈する脊椎

転移への放射線治療の際のステロイド併用」の遵守

率は、それぞれ 82%、32%と不良であった。「①骨転

移への放射線治療の線量分割の選択」は大学病院・

がんセンターで有意に遵守率が高く、「⑦脳転移へ

の放射線治療の遅延の無い開始）では一般病院で有

意に遵守率が高かった。 
 
D. 考察 
今回の調査で明らかとなった種々の障壁に対して対

策を検討し実施することで、患者への緩和的放射線

治療の提供が促進されることが期待される。緩和的

放射線治療に関する広報・教育啓蒙を更に充実させ

ることは急務である。院外連携で事前相談を行って

いる割合が比較的高かったが、先行研究を含めここ

数年の普及に関する施策が功を奏し始めている可能

性がある。一方で単回照射の理解度・実施率は不十

分あり、かつ骨転移における線量分割の遵守率が大

学・がんセンターで有意に高いことから、一般病院

に対する教育の充実を図る必要がある。さらに脊髄

圧迫に関する遵守率が低いことから、院内・地域の

連携システムの普及ならびに診療連携を促進する必

要がある。主治医ならびに放射線治療医への教育啓

蒙を一層充実させ、各地域における地域連携システ

ムの構築、地域連携における単回照射の普及を図る

ことで、緩和的放射線治療の院内・地域連携の社会

実装を実現する必要がある。 
 
E. 結論 
わが国の緩和的放射線治療の実態と普及における障

壁を把握するため、放射線治療専門医に対し全国ア

ンケート調査を実施し、普及に向けて課題となる諸

因子を分析した。加えて緩和的放射線治療に関する

質の評価を行った。ここ数年の普及啓蒙の活動成果

が見られる一方、普及における課題がより明確にな

ったことから、緩和的放射線治療に関する広報・教育

の更なる充実を課題に対して図り、地域連携システ

ム（単回照射を軸とした）の普及を推進することで、

院内・地域連携の社会実装を実現する必要がある。 
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